
◎ 845 ページ 「別表五 （二）」 の記載例

誤 正

 「４」 の②欄の金額 3,276,100 3,214,000

 「４」 の⑥欄の金額 3,276,100 3,214,000

 「５」 の②欄の金額 5,198,500 5,136,400

 「５」 の⑥欄の金額 3,276,100 3,214,000

 「10」 の②欄の金額 680,900 670,200

 「10」 の⑥欄の金額 680,900 670,200

 「11」 の②欄の金額 1,115,550 1,104,850

 「11」 の⑥欄の金額 680,900 670,200
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付録２　設例に基づく法人税確定申告書の記載例
１．会社の概要
・会社名　　　　Ｆ株式会社 ・事業種目　　　食料品卸売業
・所在地　　　　東京都八王子市××１－１－１ ・資本金　　　　3,000万円
・納税地　　　　同上 ・事業年度　　　平成23年４月１日～平成24年３月31日
・代表者　　　　甲野一郎 ・従業員数　　　10人（役員含）
・代表者住所　　東京都豊島区○○１－１－１ ・決算確定日　　平成24年５月30日
・経理責任者　　乙川佐助 ・青色申告法人

２．株主の状況
　平成24年３月31日現在の株主名簿は次のとおりです。

株主の氏名 住　　所 保有株数 備　考
甲野一郎 東京都豊島区○○１－１－１ 90株 代表取締役
丙山太郎 東京都渋谷区○○１－１－１ 50株 専務取締役
株式会社Ｐ 東京都中央区○○１－１－１ 35株 非同族会社　※
甲野花子 東京都豊島区○○１－１－１ 15株 甲野一郎の妻
乙川佐助 神奈川県横浜市○○１－１－１ 10株 経理部長
※資本金１億円であり、大規模法人に該当しません。

３．前期別表の記載内容に関する事項
　前期末の利益積立金額の内訳は以下のとおりです。（前期の別表五（一）Ⅰ④）

・利益準備金 800,000円
・貸倒引当金 20,000円
・繰越損益金 36,559,800円
・納税充当金 3,617,600円
・未納法人税 △2,306,800円
・未納道府県民税 △142,700円
・未納市町村民税 △354,500円
・差引合計額 38,193,400円

　前期末の資本金等の額の内訳は以下のとおりです。（前期の別表五（一）Ⅱ④）
・資本金または出資金 30,000,000円
・差引合計額 30,000,000円

　前期末の未納税額等の内訳は以下のとおりです。（前期の別表五（二）⑥、42）
・法人税（前期確定分） 2,306,800円
・道府県民税（前期確定分） 142,700円
・市町村民税（前期確定分） 354,500円
・前期末納税充当金 3,617,600円

４．減価償却に関する事項
　当期の減価償却資産の償却等の内訳は以下のとおりです。
　Ｆ株式会社は減価償却方法に関する届出を一切行なっておらず、前期まで償却超過額はありません。
　なお、いずれの資産も取得と同時に事業供用しています。
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種類 構造・用途 細目 取　得
年月日

耐用
年数 償却率等 取得価額 当　期

償却費 期末簿価

建物 鉄筋コンク
リート造

事務所用 H20.4.1 50年 定額法償却率 0.020 48,000,000 961,000 44,159,000

車両及び
運搬具

前掲以外の
もの

自動車
その他

H19.4.1 ６年 定率法償却率 0.417
保証率 0.05776
改訂償却率 0.500

4,000,000 232,049 230,050

器具及び備品 電気機器 冷房用機器 H15.3.1 ６年 旧定率法償却率 0.250 400,000 4,999 15,001
ソフトウェア その他 H23.7.1 ５年 定額法償却率 0.200 1,000,000 151,000 849,000

計 53,400,000 1,349,048 45,253,051
（注）　ソフトウェアは、㈱Ｒ商会から購入した租税特別措置法42条の６第１項第２号に該当する資産です。
　　当社は、同法第２項（中小企業者等が機械等を取得した場合の法人税額の特別控除）を適用します。

　このほか消耗品費勘定にて、以下の減価償却資産の取得価額の全額を損金経理しています。これについては、租
税特別措置法67条の５（中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例）を適用します。 
種　　類 構造・用途 細　　目 事業供用年月日 取得価額
器具及び備品 電気機器 テレビ H23.6.30 290,000
器具及び備品 家具 事務机　金属製のもの H24.1.30 210,000

５．繰延資産に関する事項
　地代家賃勘定には、平成23年４月５日に支出した倉庫の賃借契約にかかる更新料500,000円（契約期間３年）が
含まれています。

６．貸倒引当金に関する事項
　一括評価金銭債権にかかる貸倒引当金については、前期繰入額450,000円（うち繰入超過額20,000円）の全額を
戻し入れ、当期は500,000円を繰り入れました。
　一括貸倒引当金繰入限度額は法定繰入率（卸売業10 ／ 1000）により計算します。
　なお、実質的に債権とみられないものの額の内訳は以下のとおりです。
　　Ｋ商事　　　　売掛金800,000円　　　　買掛金500,000円 
　また、得意先㈱Ｓ社（東京都中央区○○１－１－１）が、平成23年７月１日、法人税法施行令第96条第１項第
三号ホに定める手形交換所の取引停止処分を受けたため、㈱Ｓ社に対する売掛金300,000円について個別評価金銭
債権にかかる貸倒引当金200,000円を設定しました。
　なお、この債権について担保権の実行による取立て等の見込額はありません。
　　　　　　
７．納税充当金に関する事項
　未払法人税等勘定の内容は、以下のとおりです。
日付 相手科目 借方 貸方 残高 摘　　　要

H23.4.1 3,617,600 前期繰越
H23.5.31 現金 2,306,800 前期確定法人税
H23.5.31 現金 142,700 前期確定都民税
H23.5.31 現金 354,500 前期確定市民税
H23.5.31 現金 813,600 0 前期確定事業税・地方法人特別税
H24.3.31 法人税等  3,214,000 当期確定法人税の見込額
H24.3.31 法人税等 190,300 当期確定都民税の見込額
H24.3.31 法人税等 479,900 当期確定市民税の見込額
H24.3.31 法人税等 1,078,400 4,962,600 当期確定事業税・地方法人特別税の見込額
※前期確定法人税、都民税、市民税、事業税、地方法人特別税は、前期に損金経理した各本税を納付したもの。
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８．租税公課に関する事項
　租税公課勘定の内訳は以下のとおりです。

・平成23年度自動車税 40,000円
・平成23年度固定資産税 1,118,000円
・交通反則金 20,000円

　法人税等勘定の内訳は以下のとおりです。
・当期中間法人税の納付額 1,922,400円
・当期中間都民税の納付額 123,700円
・当期中間市民税の納付額 307,700円
・当期中間事業税の納付額 375,000円
・当期中間地方法人特別税の納付額 303,000円
・預金利子65,000円に課された源泉所得税 9,750円
・預金利子65,000円に課された住民税利子割　 3,250円
・配当金1,000,000円に課された源泉所得税 200,000円
・当期確定法人税の見込額 3,214,000円
・当期確定都民税の見込額 190,300円
・当期確定市民税の見込額 479,900円
・当期確定事業税および地方法人特別税の見込額 1,078,400円

９．交際費等に関する事項
　接待交際費勘定には、少額飲食費等234,000円が含まれています。これは、得意先を接待した際の飲食費ですが、
すべて１人当たり5,000円以下であり、実施日、場所、参加者等を記載した書類を保存しています。
　このほか福利厚生費勘定に、仕入先担当者の結婚により支出した祝い金100,000円が含まれています。

10．寄附金に関する事項
　寄附金勘定の内訳は以下のとおりです。
・社会福祉法人中央共同募金会に対する寄附金 300,000円（平成23年６月30日支出）
　　※平成23年財務省告示第84号に定める東日本大震災の被災者支援活動に必要な資金に充てるもの。
・政治家Ｔの後援会に対する寄附金 200,000円（平成24年１月15日支出）
・Ｎ神社に対する寄附金 150,000円（平成23年９月20日支出）

11．受取配当等に関する事項
　受取配当金勘定1,000,000円は、Ｗ株式会社（非上場会社：東京都文京区○○１－１－１）からの剰余金の配当
（年１回）です。この配当に課された税金は法人税等勘定に計上されています。Ｗ株式会社の株式は、５年前に
5,000,000円で取得し、当社の持株割合は５％です。取得後の異動はありません。
　受取配当等の益金不算入額の計算上、当期に支払う負債利子等の額は3,789,720円であり、控除する負債利子は
当年度実績により計算します。前期末総資産簿価は197,786,800円、当期末総資産簿価は223,885,676円です。

12．その他
　消費税の経理処理は税抜処理で、当期の課税売上割合は95％以上です。
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